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はかる生 産 システムとなっている。同 時 に，建 設 CALS/EC（Continuous Acquisition and 
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式に宣言したのは 1993 年であったが，実際には 1980 年代後半より民生利用は始まっている。 

























・ 締固め管理手法における品質管理基準値の明確化 3) 
・ 締固め管理システムにおける盛土層厚管理手法の提案 
・ 締固め管理システムを利用した沈下計測による盛土品質評価法の提案 4) 
・ 規定転圧回数の合理的な更新方法の提案 
・ 衛星データ受信環境劣悪地帯での適用法の提案 5) 
ｂ．GPS の利活用，高性能化 
・ リアルタイム GPS 測位の高度化 
・ 海外工事－信頼できる測量基準点，水準点のない地域での GPS の活用 






























題と，より広範囲の現場適用のための，『GPS の利活用，高性能化の検討』における 2 課題






























（6） リアルタイム GPS 測位の新たな精度向上策に関する提案 
リアルタイム GPS の代表的手法である RTK-GPS を超える精度向上ニーズに応えるため，
新 しい誤 差 補 正 技 術 である FKP（Flaechen Korrectur Parameter = Area Correction 
Parameters）方式の応用と，複数の RTK 基準局の同時利用によって高精度化を図る手法の
有効性を実験により検証した。 




ンフラの構築を行った。本研究で提案した事項は，以下の 2 つである。 
① 広域における低信頼公的基準点の取扱いと現場運用方法 
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② 長距離 RTK－GPS 測量の適用性と活用方法 
 
図 1.1 に研究のフローを示し，図 1.2 に本論文の構成を示す。 
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図 1.1 研究フロー  
・ 機械・装置の適用性向上に関する提案 






















・ IT の発展：GPS の性能向上 






・ GPS の原理 













































・ 規定転圧回数の合理的な更新方法  
・ 衛星データ受信環境劣悪地帯での適用法  
<GSP の高性能化> 
・ リアルタイム GPS 測位の高度化  





第６章 本 論 文 の 結 論 と 今 後 の
課題 
 
図 1.2  本論文の構成 










施工に関する検討」，地盤工学会第 37 回研究報告会，pp.1319～1320，2002. 
5） 横田ほか，「ＧＰＳ締固め管理システムの山間部における適用性向上に関する一考察」，
地盤工学会第 36 回研究報告会，pp.1411～1412，2001. 
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２． 衛星測位技術（GPS）の現状と動向 






2.1.1 GPS の開発経緯 
1957 年に人類が初めて地球を周回する『スプートニク』を打ち上げてから人工衛星の実用化
が 始 まり， 地 球 観 測 衛 星 や 気 象 衛 星 に よるリモー トセン シン グ技 術 などの 発 達 とと もに




その代表例だが，中波から長波（数 100kHz～2,000kHz）帯電波を使い，最大数 100km から数
1,000km 程度の有効測定範囲を持つデッカ（DECCA）やロラン（LORAN），超長波帯の電波を
利用し全世界をカバーするオメガ（OMEGA）というシステムが 1970 年代から運用されている。こ
れらのシステムの測定精度は，数 100m から数 km であり，主に船舶の安全航行のために使わ
れてきたが，GPS の登場によってこれらのシステムを使用する船舶も急激に減ってきている。 
また，GPS 登場以前にも人工衛星を利用した測位システムとして，1964 年に衛星航法システ
ム NNSS（Navy Navigation Satellite System：海軍航法衛星）が米国海軍で開発されている。約








GPS である。GPS は 24 個以上の周回衛星で地球の周りを覆うことによって，時間と場所によら
ず地上での３次元測位を可能にしたシステムである。元来，軍事用に開発されたシステムであ
るが，民間にも利用が開放された。1993 年 12 月の正式運用開始宣言後の民生分野における
普及は著しく，わが国でもカーナビゲーションや測量等幅広く利用されており，今や高度位置
情報社会を支える基盤として大きな役割を担っている。  
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2.1.2 測位方式の種類 
GPS による測位方式には，1 台の GPS 受信機だけを用いる単独測位と，GPS 受信機を 2 台
以上用いて，誤差を取り除き，測定精度を向上させる相対測位がある。 















相対測位の基本は 2 台の GPS 受信機を用いて 2 点間の相対的な位置関係（基線ベクトル）
を求めるというものである。この方式は，衛星－受信機間の伝播経路上の電離層や対流圏の
影響による電波の遅延を含めた各種の誤差が打ち消しあうため，高精度で測位することができ
る。相対測位のうちディファレンシャル測位は単独測位受信機を 2 台用い，1 台は位置座標が
既知の点に設置し，固定局として衛星電波を受信して測位誤差を観測する。その誤差値を補
正値として他の 1 台の受信機（移動局）に送信する。移動局の受信機では補正値によって測





















図 2.1 GPS 測位方式の種類 
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に送り，未知点受信機で基線解析をリアルタイムに行う方式がある。これをリアルタイムキネマテ
ィック方式と呼び，情報化施工システムの実現を可能とした測位方式である。 
各種測位方式の比較を表 2.1 に示す。 





























































2.1.3 GPS の構成  
GPS は図 2.2 に示すように衛星部分，制御部分，利用者部分の 3 要素により構成される。 
 



















図 2.3 GPS 衛星の軌道概要 2) 
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(1) 衛星部分 
図 2.3 に示すように 24 基の衛星(予備衛星を含み 31 基：2008.10 現在)で構成されている。
衛星の軌道面は 6 面あり，各軌道面に 4 個ずつ衛星が配備されている。軌道面と赤道面がな
す角度（軌道傾斜角）は 55°である。衛星軌道は円軌道であり，軌道半径は約 26,561km，約
11 時間 58 分 2 秒の周期で地球を周回している。GPS 衛星はルビジウム（Rb）やセシウム(Cs)
を用いた原子時計を搭載しており，極めて正確な周期で電波と信号を地上に向けて送信して
いる。表 2.2 に GPS 衛星の諸元を示す。 
 表 2.2 GPS 衛星の主な諸元 2) 
項  目 内 容 
衛星個数 4 個×6 軌道面 
衛星設計寿命 7.5 年 
軌道半径 26，561km 
周回周期 約 11 時間 58 分 2 秒 
軌道傾斜角 55° 
搭載原子時計 
セシウム時計 2 台 




















受信機と干渉測位用受信機とがあり，表 2.1 に示す各種測位に用いられる。 
 
2.1.4 GPS の電波と信号 
GPS 衛星から送信される電波は L1 波（中心周波数：1，575.42MHz），L2 波（中心周波数：1，
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リットがあるため，長距離の基線測定ではほとんどの場合 2 周波数帯の観測を行っている。 
これらの搬送波に乗せて受信機から衛星までの距離を測るため 2 種類のデジタル信号が変
調して送信されている。これらは C/A コード（Clear and Acquisition），P コード（Precision）と呼
ばれる。これらのコードは不規則な 0 と 1 の系列であり，1 周期毎に同じパターンを繰り返す。こ
れをコードパターンと呼び衛星毎に異なるパターンで信号を送信しているため，受信機では衛
星毎に電波信号を識別できるようになっている。C/A コードは繰返し周期が 1ms(10-3s)であり，
電波の進む距離に換算すると約 300km である。C/A コードは民間に利用が開放されているが，
L1 波にしか乗っていない。一方，P コードは L1 波，L2 波の両方に乗っていて，繰返し周期は 1
週間である。軍事機器の専用コードであったため，従来は民間に非公開であったが，現在は公
開されている。しかし，その後 P コードを再び秘匿するために W コードと呼ばれる信号を付加す
る操作が執られ，現在では新しく Y コードと呼ばれるコードとなっている。Y コードは秘匿されて
おり米軍関係者のみが利用可能である。 
さらに L1 波には航法メッセージ(navigation message)と呼ばれるデータが C/A コードに重畳
されて送信されている。内容は衛星軌道情報や衛星時計の補正情報等のデータである。表
2.3 に GPS の電波と信号について，図 2.4 に L1 波と C/A コード及び航法メッセージについて
まとめる。 
































図 2.4 GPS の電波と信号の関係 
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2.1.5 GPS 衛星から送られてくる情報 
航法メッセージは GPS 受信機で衛星位置を計算するためのデータ等を含んでいる。ビット率
50bps，全ビット数 1,500 ビットを主フレームとするデータであり，25 個の主フレームでマスターフ
レイムを構成している。マスターフレイムは繰り返し送信されていて，航法メッセージを全て読む
















(4) GPS 時 
衛星上の原子時計が刻む時刻を GPS 時(GPS time)という。1980 年 1 月 6 日 0 時 UTC
（Universal Time Coordinate：協定世界時）を同じ日の 0 時 GPS 時としてスタートしている。GPS
時は UTC で行う閏秒の挿入を行わないため年によって整数秒の差が生じる。 
航法メッセージでは GPS 週番号と GPS 時で時刻を放送している。GPS 週番号は 1980 年 1
月 6 日の週を第 0 週として開始した週番号である。一方，GPS 時は週初めからの経過時間で
表される。航法メッセージでは GPS 週番号と GPS 時で時刻を放送している。GPS 週番号は
1980 年 1 月 6 日の週を第 0 週として開始した週番号である。 
GPS 週番号は，週番号のカウンタが 10bit であったため，210=1024 しかカウントできず，第
1023 週の次の週は第 0 週に戻ってしまう。これを GPS 週番号繰り返し(GPS Week Number 
Rollover)問題と呼び，1999 年 8 月 21 日（第 1023 週の終わり）から 8 月 22 日（第 0 週のはじ
まり）にかけて発生した。 
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2.2 代表的な GPS 測位の原理(1)－単独測位法 
2.2.1 単独測位の概要 
単独測位とは，1 台の GPS 受信機を用いて複数の衛星からの電波を受信することにより観測
点の位置を求める基本的な測位方式で，精度は 10m 程度である。GPS 受信機から位置が既
知である複数の衛星までの距離を計測して，衛星位置を中心として観測距離を半径とする複
数の球面の交点として観測点の位置を求める方法である（原理的には 3 個の衛星からの観測
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置と受信機時計誤差を求めることができる。 





一方，GPS 受信機に搭載されている水晶時計の公称安定度は 10-6 程度である。単独測位
は通常１秒毎に測位するので測位直前には 1×10-6(s)の誤差が発生する可能性があり，電波












































図 2.6 観測距離の補正と受信機位置の決定 4)  
2.2.2 測位計算方法 
図 2.7 に示すように衛星 の３次元座標を ，受信機の３次元座標を とする。
なお，GPS で用いる座標系は地球重心を原点とする WGS84（World Geodetic System 1984）と
i ),,( iii ZYX ),,( zyx
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呼ばれる３次元直交座標系である。地球の自転軸方向を Z 軸，グリニジ基準子午線と赤道が
交わる方向を X 軸，これらと右手系をなすように Y 軸をとる。受信機と各衛星との擬似距離を ，
真の距離を ，光速度を ，受信機時計の誤差（進み）を
ir
iρ c Rδ とすると次の式が成り立つ。 
   Ri cr
17 
iρ + δ=  
sZzYyXx −(
s
ii +−−+= 22 )()
ただし，     
て共通 た
i +2 ()
   


































(1) GPS 測位の誤差要因 



















2.7 単独測位の原理 4) 図
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精度低下率 DOP(Dilution of Precision)と呼ばれる。受信機から衛星までの擬似距離測定の
誤差が，測位結果に何倍になって表れるかを示す指標であり，GPS 測定が行えるのは，DOP
が 10 以下程度までの範囲である。指標である DOP に単位はない。したがって，DOP を使用す
るときには各衛星への擬似距離の誤差σ0 が同一である
誤差 UERE（User Equivalent Range Error）という。 
DOP は観測点から 4 個の衛星を見た場合の方向余弦を用いて定義される。DOP には幾つ

























うとする場合には相対測位が用いられる。相対測位の場合，2 台以上の GPS 受信機が必要で
ある。1 台の GPS 受信機は位置が正確に分かっている既知点上に設置し，他の 1 台は測定す






















































 図 2.9 ディファレンシャル測位 4) 
 











を用いる。度，ラジアンと波数の単位であるサイクルは次頁の図 2.10 のように対応している。 
干渉測位用受信機は次の機能と特徴を有している。 
① 搬送波位相の検出機能 
干渉測位用受信機は搬送波波長の 100 分の 1 で位相角を検出できる。L1 波の波長は約
19cm であるので，距離にして約 2mm の分解能を持つ。ただし，検出できるのは，図 2.10 でいう
と 0 から 2πまでの位相角，すなわち，波数の小数部の値である。 
21 


































































































行う。そのために受信機 2 台，衛星 2 個の組合せを基本に考える。既知点に設置した受信機 A
の座標を ，未知点の設置した受信機 B の座標を として受信機 B の
座標を求めることを考える。 
),,( AAA ZYX ),,( BBB ZYX
いま，時 刻 における衛 星 ，受 信 機1tt = i j 間 の真 の距 離 );( jiρ は，整 数 値 バイアス
 ，波数積算値);( jiN );( jiΦ ，波長 λ ，受信機時計誤差 Rδ ，衛星時計誤差 Sδ ，光速度
とすると，(2)項での議論から 
c
       SR ccjijiNji δδλρ −−Φ+= )};();({);(   (2.2)  
となる。一方， は衛星と受信機の座標から次の式で表すことができる。 );( jiρ
    (2.3) 2/122 )}()(){();( ijijij ZZYYXXji −+−+−=ρ
なお，任意の時刻における衛星１及び衛星 2 の座標 ， は航法メッセ
ージの軌道情報から計算できる。 
),,( 111 ZYX ),,( 222 ZYX
式(2.2)から，衛星 1 と受信機 B 間の距離から衛星 1 と受信機 A 間との距離の差をとると，式
23 
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(2.4)に示すように衛星時計の誤差の項が消える。この距離の差を行路差と呼ぶ。このとき，位
相積算値の差を受信機間一重位相差といい，図 2.12 に示す。 





















図 2.12 行路差と受信機間一重位相差 7) 
 
同様に衛星 2 から受信機 B 及び受信機 A までの距離の差をとり，それを式(2.4)から引くと受信
機時計の誤差の項が消える。この位相積算値の差を二重位相差といい，図 2.13 に示す。 
    );1();1();2();2( ABAB ρρρρ +−−  
λ)};1();1();2();2({ ANBNANBN ++−=  
     λ)};1();1();2();2({ ABAB Φ+Φ−Φ−Φ+       (2.5) 
























図 2.13 行路差の差と二重位相差 7) 
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(4) 二重位相差による未知点座標の計算 
式(2.5)をみると左辺は );1( Aρ ， );2( Aρ は既知であり，受信機Ａは既知点であるので，未知
数は， );1();2( BB ρρ − の項に含まれる受信機 B の３次元座標 の 3 個となる。一方，
右辺は整数値バイアスの項と位相積算値の項である。整数値バイアスの項は別途計算すると，
位相積算値の項は観測値であり既知である。したがって，式(2.5)には 3 個の未知数が含まれて
いる。3 個の未知数を解くためには，式(2.5)で示される二重位相差の方程式を 3 個以上つくる
必要がある。観測する衛星数を とすると線形独立な二重位相差の式は 個となる。よって，


































度絞り込まれる。DGPS による観測距離は，通常の観測環境においては精度 0.5m 程度で求め
ることができる。L1 波の 1 波長は約 0.19m であるから，DGPS の観測距離から求まる整数値バ













精度は十 cm～数 m になる。 
 
2.3.2 行路差と基線ベクトル 
干渉測位の原理は行路差と基線ベクトルとの関係からも説明できる。受信機 A から受信機 B
への基線ベクトルを ，受信機 A から衛星方向への単位ベクトルを とすると行路差 PD(Path 
Difference)は， 
D i
      (2.6) )(0 iDiD ⋅+⋅=PD
で表される（図 2.15）。 は衛星までの距離が有限であるために受信機 A からの衛星方
向と受信機 B からの衛星方向がわずかに異なるための補正項であり，基線距離が短い場合は



















図 2.15 行路差と基線ベクトル 7) 
 
基線ベクトル は， D
       (2.7) ),,( ABABAB ZZYYXX −−−=D
であり，単位ベクトル は受信機 A から衛星方向への方向余弦の 3 成分をベクトル成分とする
ものであるので，衛星 への単位ベクトルを 
i
)cos,cos,(cos iii γβα=i                 (2.8) 
とすると， 
   iABiABiAB ZZYYXX γβα cos)(cos)(cos)( −+−+−=⋅ iD   (2.9) 
である。 
一方，行路差 PD は観測量であり，式(2.6)から基線ベクトル の 3 成分を求めるには独立なD
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3 個の PD があればよい。すなわち，3 個の衛星観測で良いと考えられる。 




















計測精度は L1 波，L2 波を受信する 2 周波受信機の場合，5mm+1ppm･D（D は基線長）である。




















図 2.16 整数値バイアスの探索 
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基線計測精度は L1 波，L2 波を受信する 2 周波受信機の場合，20mm+2ppm･D である。
RTK-GPS の開発当初は，整数値バイアスの決定（初期化）は既知点に静止して行う必要があ
ったが，オンザフライ法という技術が開発されてからは移動しながら初期化することが可能にな
った。ただし，オンザフライ法を行うには L1 波，L2 波を受信する 2 周波受信機が必要である。 
干渉測位の各種方式のまとめを表 2.5 に示す。 
表 2.5 干渉測位の各種方式 



















基線計測精度 5mm＋1ppm･D 20mm+2ppm･D 20mm+2ppm･D 
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2.3.4 リアルタイム測位システム(RTK-GPS)   
(1) システム構成 
a. 基本構成 

















































は米国船舶電波技術委員会 RTCM(Radio Technical Commission for Maritime Service)が勧
告している RTCM-SC104 と呼ばれるフォーマットがある。 
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(2) オンザフライ法 




んどが OTF 機能付きの RTK-GPS である。日本には 1994 年に導入され，雲仙普賢岳の無人
化施工システムへ初めて導入された。その後の阪神大震災後の復旧工事をはじめ，多くの工
事に導入されるきっかけとなった技術である。 
a. OTF の意義 
OTF は移動しながらでも任意の場所で初期化を極めて短時間（数秒～数分）で実行できる
技法である。OTF 以前の RTK-GPS では，移動局を既知点に固定して初期化操作を行う必要








b. OTF の要件 





ⅱ) 2 周波受信機が必要 
L1 波（波長約 19cm）と L2 波（波長約 24cm）の位相差をとって生成されるワイドレーン（波長
約 86cm）を用いれば，整数値バイアスの探索空間を小さく絞り込み探索時間を劇的に削減で
きる。多くの OTF 手法ではワイドレーンを採用している。 
c. RTK-GPS の特徴 
整数値バイアスが確定した厳密解（フィックス解）の基線計測精度は 20mm+2ppm･D で表わ
されるが，水平方向と垂直方向では精度が大きく異なる。垂直方向には水平方向に比較して 2
～3 倍の誤差が発生する。図 2.18 に示すように，固定して観測していても電離層の変動やマル
チパスによる影響を受けて解の値は常に変動し，その大きさは垂直方向の方が大きい。 
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GPS は WGS84 という座標系と楕円体を基準としている。WGS84 座標系は地球重心を原点と
した３次元直交座標系であり，地球の自転軸方向を Z 軸，グリニッジ基準子午線（南北に通る
線を子午線といい，旧グリニッジ天文台跡を通る基準となる子午線をグリニッジ基準子午線とい
う）と赤道が交わる方向を X 軸，これらと右手系をなすように Y 軸をとる。これらの関係を図 2.19
に示す。衛星や受信機の位置はこの座標系 で記述される。３次元座標は WGS84 楕円体を準
拠楕円体として緯度，経度，楕円体高に換算される。 






で，東経 180°と西経 180°は同じ場所を示す。 この角度は，その点を通る子午線とグリニッ
ジ基準子午線との角度を表している。 














































 図 2.20 緯度と経度 
 
一方，楕円体は赤道半径 と扁平率 で定義される。 a f
扁平率 は f
                       (2.10) abaf /)( −=
で表される。ただし， b は短軸の長さである。表 2.6 に主な楕円体の定数を示す。 
わが国では改正測量法の施行前は，明治時代に当時の東京天文台の緯度・経度が天文
観測によって決定され，日本経緯度原点となった。わが国の測地系は準拠楕円体としてベッセ
ル楕円体を使用しており，「日本測地系」と呼んでいる。2001 年 6 月 20 日に測量法が改正さ
れ，2002 年 4 月 1 日から世界測地系 ITRF94（International Terrestrial Reference Frame 
1994）と GRS80(Geodetic Reference System)楕円体が採用され，公共的な測量成果は全てこ
の座標系に準拠することになった。 
GPS で使用する WGS84 座標系と WGS84 楕円体は ITRF94 座標系と GRS80 楕円体と各々
実用上ほぼ同じと考えて良いが，日本測地系とは異なるため，変換式によって使い分けている
のが現状である。 
   表 2.6 主な楕円体の定数
 
楕円体 赤道半径 (m) a 逆扁平率  f/1
WGS84 6378137 298.257223563 
GRS80 6378137 298.257222101 
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GPS による測位で求められる位置は，直接的には WGS84 座標系での３次元直交座標系で
あるが，この値を WGS84 楕円体上の緯度，経度，高さに変換して利用している。したがって，






                 (2.11) NHh +=
h  ：楕円体高 
H  ：標高 
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2.5 GPS 関連のインフラストラクチュア 
2.5.1 電子基準点 



















 図 2.22 電子基準点と配置状況 10) 
 
2.5.2 ネットワーク型 RTK-GPS 









ネットワーク型 RTK-GPS の概略の原理は次のとおりである。図 2.23 に示すように実基準点 3
点で囲まれた領域内に移動局があり，その近傍に仮想基準点 V を考える。V の位置は移動局
が単独測位によって測定した値をとる。仮にこの仮想基準点に本当の基準点が置かれていた
とした時，その受信機によって測定されるであろう観測量を，周辺の複数の実基準点の観測量
から推定して観測量を作成し，移動局へ放送して基線解析を行う方式である。図 2.23 では 3
35 






































 図 2.23 仮想観測量の原理 11) 
(1) VRS 方式 





想観測量を受信する。⑤これらのデータを GPS 受信機に取込んで干渉測位計算を実施する。 
VRS 方式では移動局と計算センターとの間で双方向の通信システムが必要となる。 
(2) FKP 方式 
 FKP(Flaechen Korrectur Parameter = Area Correction Parameters)方式は，図 2.25 に示
すように，仮想基準点（V）での仮想観測量を作成するための面パラメータを周辺の基準点の
観測データから計算センター側で生成して移動局に送り，移動局はその面パラメータを用いて



























①FM 多重による DGPS 補正データ放送 
ラジオの FM 多重放送を利用して補正情報を送るシステムであり，カーナビゲーションシステム
に利用されている。 






 全国の重要港湾と大型海洋工事においては海上 DGPS 利用推進協議会が RTK-GPS の
補正情報サービスを行っている 
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ンや，都市開発等での GIS を利用した管理事業，測量設計事業など多彩な方面で GPS が利
用されている。また，これまで利用できなかった場所への利用拡大方法の研究開発なども盛ん








ア メ リ カ の GPS 以 外 の 世 界 の 代 表 的 な 汎 地 球 測 位 シ ス テ ム と し て ， ロ シ ア の
GLONASS(GLObal NAvigation Satellite System)と欧州連合(EU)および欧州宇宙機関(ESA: 
European Space Agency)で計画されている Galileo システムがある。表 2.7 に各測位システムの
比較を示す。現在では GNSS(Global  Navigetion  Satelite System)が衛星を使って全世界を
カバーする衛星測位システム全般を指す言葉として一般に用いられるようになってきている。 
 
表 2.7 衛星測位システムの比較 
項目 GPS GLONASS GALILEO 
運用国名 米国 ロシア 欧州連合(EU) 
衛星数 24 24 30 
軌道面数 6 軌道 3 軌道 3 軌道 
軌道半径 26560km 25510km 29980km 
軌道傾斜 55° 64.8° 56° 
周回周期 11 時間 
58 分 02 秒 
11 時間 
15 分 40 秒 
14 時間 
21 分 36 秒 






第 2 章 衛星測位技術（GPS）の現状と動向 

























図 2.26 準天頂衛星と静止衛星と GPS12) 
 
2.6.3 スードライト 
GPS は原理上 GPS 衛星を同時に４～５個受信する必要があるため天空が開けている場所で
しか利用できない。そのため，地下鉄や地下街などの地下空間はもちろんのこと都会のビルデ
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いように GPS の時間と同期をとる必要がある。しかしそのためには高価な原子時計が必要とな
るが，この問題を GPS から送られてくるタイミング情報を利用することで解決している。図 2.27 に



























































固定局から 200km 程の範囲であれば数十 cm～数 m の精度が得られる。 
ユーザーが個別に固定局を設けるのは大変なので，海上保安庁が 1997 年 3 月から中波無
線標識局から送信する中波ラジオビーコンの電波に GPS の補正情報を追加して D－GPS 固定
局としての運用を開始した。現在北海道から沖縄まで一部遠方の離島海域を除く日本全国沿
岸の距岸 200km 程度の海域をカバーしている。中波ラジオビーコンを受信できる GPS が安価
に販売されているので，船舶のナビゲーションだけでなく一般的な深浅測量に利用されてい
る。 
カーナビ用には， FM 放送の音声周波数領域にはステレオ放送の主・副音声のほかに 76 
kHz を副搬送波とするデータ送信用のチャネルが用意されている。この方式は NHK により開
発され，DARC（Data Radio Channel）方式と名付けられている。現在多くの FM 局でこの副搬
送 波にいわゆる「見 えるラジオ」のデータを重 畳 して，放 送 している。このデータの一 部に 
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まうだけでなく，大洋の中央では補正情報の通信方式についても検討する必要がある。地球











こ の シ ス テ ム に よ る サ ー ビ ス の エ リ ア は ， INMARSAT （ International Marine Satellite 
Telecommunication Organization:国際海事衛星機構のサービス）などを利用しており，広範囲
にわたっている。 
米国の WAAS，欧州の EGNOS(European Geostationary Overlay Service)，我が国の MSAS 
(MTSAT Satellite-based Augmentation System) を 総 称 し て Ｓ Ｂ Ａ Ｓ （ Satellite-Based 
Augmentation System）と言い，図 2.30 に示す GPS 補強システムが構築されている。補正情報
などの通信衛星としては MTSAT（Multi-purpose Transportation Satellites：多目的運輸衛星）
や INMARSAT が利用される。現在実用化しているのは米国の WAAS のみである。WAAS を利
用した場合 GPS の精度は 2～3m となるが，残念ながら我が国の付近では利用できない。 
 我が国の MTSAT 衛星は 2005 年 2 月 26 日に MTSAT-1R が，2006 年 2 月 18 日には





図 2.30 GPS 補強システム(ＳＢＡＳ) 12)
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図 3.1 情報化施工の概念と情報化施工システムの概要 1) 
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a. GPS や TS による出来形管理技術 





















という GPS や TS の本来の機能を活用しているものの土構造物の施工品質を確保するというま
ったく新しい考え方であり，従来のサンプリング管理法と比較して，施工エリア全域にわたるき










































































図 3.2 産業界における建設業の生産性 4) 
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図 3.3  建設就業者の年齢分布 4) 
 
図 3.4 建設業における新規学卒者の入職状況 4) 
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表 3.1 土木工事における工種別死亡災害 7) 
図 3.5 労働災害の発生状況の推移 4) 



























墜落 6 10 2 1 28 70 16 29 12 17 6 64 261 
飛来落下 1 2 0 0 4 27 8 6 8 14 3 16 89 
倒壊 0 0 0 0 3 9 5 2 0 2 3 15 39 
土砂崩壊 1 0 0 0 1 20 10 6 13 28 0 15 94 
落盤等 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 
クレーン等 0 3 0 1 4 4 5 3 0 1 3 9 33 
自動車等 0 0 0 14 8 49 6 2 6 14 3 69 171 
建設機械等 0 10 1 0 7 77 19 16 22 30 3 48 233 
電気 0 0 0 2 0 0 2 0 1 0 0 0 5 
爆発火災等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 
取扱運転等 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 8 12 
その他 1 9 0 2 6 11 8 0 6 6 9 28 86 
合計(人) 9 37 3 20 61 269 79 64 68 114 30 276 1030 
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（5） 地球温暖化問題 
1997 年の京都議定書において，日本は 2012 年までに CO2 に代表される温室効果ガスに





























































ｃ. 国土交通省 CALS/EC（Continuous Acquisition and Life-cycle Supports/Electronic 
Commerce：公共事業支援統合情報システム）アクションプログラム 
CALS/EC は，組織間，事業段階間で情報の交換，共有，連携を図り，コスト縮減，品質確
保，事業の効率化を目指すものであり，1996 年度の「建設 CALS 整備基本構想」の策定以降，
アクションプログラムの策定・改定を行いつつ，各種の取り組みが進められている。 
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AASHTO（American Association of State Highway and Transportation Officials:米国全州道
路交通行政官協会）において，情報化施工の推進に向けたプランが策定されており，マシンコ
ントロールシステムや面的な施工管理に対する関心が高まっている。 
ａ.Intelligent Compaction Strategic Plan （FHWA：2005） 







事・機器仕様の改良などであり，長期的ゴールとして，2008 年 5 月までに，ばらつきの評価方
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法と AASHTO における標準的な施工手順としての登録，2009 年 5 月までに，Intelligent 
Compaction を用いた土，粒状路盤，アスファルト，コンクリートについて AASHTO の施工仕
様書として完成させる予定となっている。 
b. Automated Machine Guidance（AMG） の普及計画 （AASHTO：2007） 
表 3.2 に示すように，AASHTO による AMG の普及計画が策定され，米国内で利用が進ん
でいるマシンコントロールおよびマシンガイダンスシステムの普及に向け，広報，技術指導の実
施，教育体制の確立，地形データや設計データの有効活用や標準の策定が計画されている。
計画では，2010 年までに実施する表 3.2 に示す７つのタスクを設定し現在，活動が進められて
いる。 
表 3.2 AASHTO TIG* Lead States Team Marketing Plan for AMG（ＡＭＧ普及計画） 
No. タスク（Task） 説明（Description） 












5 データ標準の導入 州業務の効率化支援と AMG 施工の一貫したデータ集積プロセ







7 全州への支援 AMG 施工によるパイプラインの計画や導入のための支援を実施
する 






ブルドーザでは約 1 割がマシンコントロールシステムに対応していること，また，導入コスト（約 5
万ドル～7.5 万ドル）を最長でも 18 ヶ月間で回収していることが報告されている。 
欧州においては，東欧を中心にＥＵ新規加入諸国での大規模プロジェクトが近年増加して
いる。これらのプロジェクトに参加（落札）するために，短い工期で確実な施工品質が実現でき





























d. GPS 補正情報の利用環境 
ニューヨーク州では，州政府が施工企業に対して GPS の基準点（４６点）を無償提供している
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きるＩＴの出現によりはじめて可能となる概念であり，その中核に GPS 技術が位置している。 
現実的には情報化施工の導入現場で利用する GPS 形態はほとんどがリアルタイムキネマテ










第 4 章 情報化施工システムの開発 
60 
4.2 大規模土工事における情報化施工システムの構築 2) 
GPS が建設業に導入されてから，おおよそ 25 年が経過している。この間，静止測量からはじ


















新 設 工 事 土 木 本 工 事 0 万 ㎥，全 掘 削 量


















総貯水量 620 万㎥，全掘削量 6,715,180 ㎥）および北海道電力(
（表 面 遮 水 壁 型ロックフィルダム，総 貯 水 量 44
）に導入した。図 4.1，4.2 に，小丸川発電所工事現場の

































当該現場で構築した情報化施工システムの現場機器構成，配置の概念を図 4.3 に，図 4.4
に実際の現場施工状況を示す。 
当然のことながら，情報化施工現場といえども，すべての機械が自動で稼動しているわけで
図 4.2 現場施工状況（小丸川発電所工事） 









この情報化 S が果たしている。 


























図 4.3 情報化施工システム概念図 
































⑤ 景観 CG が自動作図できる。図 4.6 に小丸川発電所，図 4.7 に京極発電所のそれぞれ



















図 4.5 情報化施工システム 
 
 締 固 め管 理 システム 



























土 工 量 管 理





































（a） 着工前 （b） 完成時 











（a） 着工前 （b） 完成時 
図 4.7 景観 CG（京極発電所上部調整池） 
  





信に適した UHF 帯（373MHz）の周波数で 5Ｗの送信出力を持つ。データ伝送用のアンテ
ナは，図 4.9 に示すように，現場のほぼ中心に位置する現場事務所の屋根に設置してい
る。これにより施工エリア全域にわたり無線データ伝送を可能としている。 
③ GPS 衛星を常時 5～6 基以上安定して観測できる受信環境であることが必要である。































図 4.8 RTK-GPS 測量システムの構成 
デ ー タ 伝 送 用
アンテナ 
GPS アンテナ 
図 4.9 RTK-GPS 基準点 
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このような特徴をもつ RTK-GPS を利用した，3D-Navi の最大の特徴は，この基本機能を利
用して法面の切出し位置や盛立て位置への誘導を簡便・迅速に行うことができることである。 





③ ｢標高差測定｣は設計面と現在位置の標高差の測定（図 4.12） 
④ ｢ポイント誘導｣は指定点への位置誘導（図 4.13） 
⑤ ｢法杭誘導｣は法面盛立て・切出し位置への誘導（図 4.14） 





























図 4.11 3D‐Navi による杭誘導（丁張り）作業 












































図 4.13 ポイント誘導概念 










































図 4.15 方向杭誘導概念 （方向杭設置位置） 












元 CAD 設計データを基にして施工するシステムである。 
i） システムの特徴 
① 図 4.16 に示すように GPS アンテナ，傾斜センサから構成され，ブレード底部の X，Y 座標
測位精度は±30 ㎜程度， Z 座標測位精度は±50 ㎜程度（対象機械：21t 級ブルドーザ）
で常時計測されている。 






ルトフェ―シングの施工基盤（水工フォームドアスファルト混合物 厚さ 15 ㎝）など 10 ㎜以下の
厳密な厚さ管理が必要な箇所については，±数 10 ㎜程度である RTK-GPS の精度では不足
するため，ブレード上部に反射プリズムを設置して，そのプリズムの３次元位置を自動追尾式ト
ータルステーション（TS：距離精度±(5 ㎜＋距離(㎞)×10ppm)，測角精度 15"以下）によって計
測している。TS は GPS よりも高精度が得られる反面，プリズムを見通せる施工箇所の近傍に三
脚を据付ける必要がある点，建機それぞれに 1 台ずつ自動追尾式 TS が必要な点，および操




施工状況を図 4.17，18 に，車載コンピュータ画面を図 4.19 に示す。ブレード高さを走行位置
に応じて自動制御するため，例えば，図 4.18 のように一定勾配の途中から曲面状に変化する
形状の敷均しも，オペレータはブルドーザの前後進操作を行うだけである。 




















X，Y，Z 座標計測   
設計高さ   
 





























図 4.18 ３次元施工ブルドーザ施工状況（2） 















次元 CAD 設計データを基にして施工するシステム 3)である。 
ⅰ) システムの特徴 
① 図 4.20 に示すように車体の位置と共にバケットの方向を計測するためのツイン GPS アン
テナ，ロータリーセンサ，傾斜センサから構成され，バケットの刃先先端の X，Y 座標測位精
度は±50 ㎜程度，Z 座標測位精度は±80 ㎜程度（対象機械：1.0m3 級油圧ショベル）で常
時計測可能である。 




















図 4.19 位置誘導，施工情報表示画面 
































図 4.21 ３次元施工油圧ショベル施工状況 























キャビン内に搭載した PDA（Personal Digital Assistants）装置に入力することで，土質，切土場，
盛土場別の運搬データを収集している。1 日の作業終了時には CF カードを回収し，事務所
PC で自動集計処理して，土質，切土場，盛土場別の運搬回数結果を一覧表およびグラフ化






























図 4.22 重ﾀﾞﾝﾌﾟへの GPS 他機器設置状況 
図 4.23 ダンプトラック搭載の PDA 









定回数の施工を確保できる。図 4.24 に計測機器を搭載した振動ローラ，図 4.25 に盛土締固め






























図 4.24 GPS 等計測機器を設置した振動ﾛｰﾗ 




































図 4.25 締固め作業中の表示画面 
図 4.26 コーン貫入試験状況 
  
二 重 管 式 コ ー ン
貫入装置 


















































































標に，1997 年度～2000 年度にかけて，旧ＪＨ試験研究所と民間 11 社との間で「共同研究 土
の締固め自動管理手法の実用化に関する研究」が実施され，その成果として「施工規定方式












問題点も残されていた。そこで，2000 年 8 月から第二東名・金谷トンネル西工事において「施
工規定方式」をパイロット的に適用し「施工規定方式による施工管理要領（原案）」における課
題・問題点の解決を図ることとした。 








施工規定方式適用時におけるシステム構成，使用機器を図 4.27，表 4.1 に示す。なお，適













図 4.27  システム構成 
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表 4.1 使 用 機 器 一 覧 表 
機 器 名 数量 型 式 ・ 仕 様 摘    要 
GPS 受信機 3 式 
・ RTK 方式 
・ 精度：水平 1-3cm，鉛直 2-5cm
・ TOPCON/Trimble 4400SSi 
固定局（１），振動ローラ（２） 
無線モデム 2 式 1W 業務用無線 
・固定局～振動ローラ間のデータ伝送用 
・送信機（１），受信機（２） 
車載用ＰＣ 2 台 東洋エレクトロ社製 Rocky 振動ローラ搭載用ノートパソコン 
車載用機器収納箱 2 個 耐震・防水仕様 振動ローラ搭載機器の収納箱 
車載用アンテナ治具 2 式 マグネットベース 振動ローラ GPS アンテナ用，無線アンテナ用 
車載用電源他雑材 2 式 DC/DC コンバータ他 振動ローラ搭載機器電源，配線等 
デスクトップＰＣ 1 台 DOS/V モデル 現場事務所用・データ編集用 
カラープリンタ 1 台 A4 出力 現場事務所用・帳票出力用 


































移動局間の無線切断等によって GPS データの欠落が生じた場合には，GPS データ欠落時間
の測定を行うこととした。 
施工規定方式適用区域における日常管理項目・方法をまとめて表 4.2 に示す。 
表 4.2 日常管理項目・方法一覧表 











頻 度  備    考  
密度比または空気間隙率  
ＲＩ計器による土の
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した。近接スイッチ設置状況を図 4.30 に転圧判断の図 4.31 に示す。 
 
 ｂ. システム適用例 
締固め作業自動認識システムの稼動状況を確認するため，走行軌跡図（無振動時～振動
時のデータ）と転圧回数色分図（振動時＝締固め作業自動認識システム稼動時のデータ）の
















１） ＬＯＧ（LOG ファイル）…締固め機械の走行軌跡データを格納 
２） ＰＲＳ（PRESS ファイル）…管理ブロックごとの転圧回数データを格納 










 図 4.31 締固め作業の自動判定方法 
図 4.32 締固め作業と判定された走行軌跡図
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② 後処理ソフトで，①のデータから新たに PRS ファイル・LEV ファイルをそれぞれの機 
械について作成する。 
③ PRS ファイル・LEV ファイルをすべての機械について足し合わせる。 
④ 合成された PRS ファイル・LEV ファイルが作成される。 






























図 4.33 複数同時稼働時の処理 
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1 号機施工データ 2 号機施工データ 
合成施工データ（日報） 
図 4.34 複数同時稼働時におけるデータ処理例 
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（3） 特殊なケースにおけるシステムの適用性確認結果－継ぎ目部の処理 
 ａ. 処理の概要 
隣接する盛土施工高さがほぼ同一の走行軌跡データを抽出し，(2)に示したデータ処理を
通じて，合成された転圧回数色分図および層厚分布図を作成することができるようにした。 





















圧した同一盛立て層について図 4.36 に示す。隣接する同一盛立て層の LOG ファイル（走行
軌跡データ）が抽出できれば，合成した施工データを基に，図 4.35 の処理方法によって施
工管理帳票の作成が可能であることが分かった。 
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“PRS ファイル①”     →    “PRS ファイル②”   → “同一層とした転圧分布図”
図 4.35 継ぎ目部の処理方法説明図  































図 4.36 継ぎ目部のデータ処理例 






















































図 4.37 無人化施工システムイメージ 6) 
 
図 4.38 無人化施工現場 






機械を操作する。図 4.40 に遠隔機械操作室を示す。建設機械には，カメラの他に GPS を搭載
して，機械の位置決めや他の建設機械との位置関係の掌握に利用している。その他，GPS 搭
載車両を施工範囲内で走行させ，走行中の３次元位置データをもとに，施工範囲内の地形測
量，出来形測量も実施した。また，図 4.41 に示す GPS 搭載のラジコンヘリコプターが開発され，
所望の位置（X，Y，H）から自動で現場の撮影を行うことが可能となっており，危険地帯の状況
把握に有効な手段になりつつある。なお，これらの GPS は情報化施工システムと同様に，ほと






図 4.40 遠隔機械操作室 


































現 場 撮 影 ， 測 量
用デジタルカメラ
GPS 受信機
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（6） リアルタイム GPS 測位の新たな精度向上策に関する提案 
土木施工分野において GPS 測量，特にリアルタイムで数 cm の精度で３次元位置が計測で
きる RTK-GPS 測量は，情報化施工に不可欠な移動体計測には必須の技術となっている。し







用の RTK-GPS 方式（Multi Baseline RTK-GPS）により性能が向上することを確認した。 
（7） 海外工事における GPS の活用方法の提案 
海外に進出する機会が急速に増大しつつある我が国の建設業界であるが、我が国の建設
技術を我が国と同じ水準で情報化施工技術が適用できる環境が整っているとは限らない。
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図 5.2 現場転圧試験時の 
転圧回数分布図（N=16 回） 
 
5.2 施工規定方式における品質管理基準値の設定とその評価 1) 
5.2.1 締固め管理システムの特性 
施工規定方式における品質管理基準値を設定するに際し，まず現場転圧試験，試験施工













振動輪のラップ幅が 15cm となるように， 
40ｍ×20ｍの施工ヤードを 12 レーン設け， 















び転圧回数分布を図 5.3，図 5.4 に示す。 
図 5.3 試験施工時の走行軌跡 
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図 5.3 の太線は試験施工時の施工ヤードの範 
囲を示す。また，締固め機械による転圧状況をよ 
り微視的に把握するため，管理ブロック寸法を 10 
cm×10cm とした転圧回数分布を図 5.5 に示す。 
図 5.3 では締固め機械の前進―後進位置のずれ 
とともに最大 30cm 程度の横方向への走行軌跡の 
ずれが見られ，それに伴って，振動輪ラップ幅のば 
らつきが生じている。 
図 5.5 によれば，ラップ幅の最大値は 40cm 程度 




















具体的には，図 5.6 に示すように，転圧回数分布図における i 番目の管理ブロックの転圧回数
が規定転圧回数を下回り，かつその周囲 8 個の管理ブロックのうち，3 個以上の管理ブロックで





 図 5.5 試験施工時の転圧回数分布 
（管理ブロック:10 ㎝×10 ㎝） 




第 5 章 情報化施工における管理システムの高度化 
96 












補正処理方法は，図 5.8 に示すように，転 
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図 5.6 外周部データ処理方法 
 
  
図 5.7 外周部処理後の転圧回数分布 
[転圧回数
]












































図 5.10 クロスアーム式層別沈下計設置位置図（平面図） 








及び Ns/ΣN の測定結果を図 5.11 に示す。



























 図 5.11 施工規定方式による管理実績 
 
図 5.12 品質規定，施工規定方式適用 
    区域での盛土の挙動測定結果 























































速度(4km/時間≒1.1m/秒 程度)を考えると，同一メッシュに入るのは 1～2 データとなり，それ
でメッシュの標高が決定されてしまうことになるため，計測データのバラツキがそのまま反映して
しまい，物理的には考えられないような不連続な地形データとなってしまう恐れがあった。このよ












と GPS による鉛直方向の測定精度（±5cm）を考慮して次のように設定した。 
図 5.13 平滑処理の概要 
【平滑化処理】あるメッシュの標高を決定する際，当該メッシュと周囲の 8 つのメッシュを加え
た 9 メッシュの標高データの平均値を当該メッシュの標高データとする処理 





層厚 30cm の場合：hmax ≦ 40cm（施工誤差（30cm±5cm）＋GPS 精度（±5cm）） 
層厚 60cm の場合：hmax ≦ 75cm（施工誤差（60cm±10cm）＋GPS 精度（±5cm）） 
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22 2001/11/15 El3-2 6 60 150.25 150.23 58 8 2
21 2001/11/15 El3-2 6 60 149.65 149.65 57 5 -1
20 2001/11/14 El3-2 6 60 149.05 149.08 61 6 0
19 2001/11/13 El3-2 6 60 148.45 148.47 64 6 0
18 2001/11/9 El3-2 6 60 147.85 147.83 58 6 0
17 2001/11/7 El3-2 6 60 147.25 147.25 58 6 0
16 2001/11/5 El3-2 6 60 146.65 146.67 62 6 0
15 2001/11/4 El3-2 6 60 146.05 146.05 61 6 0
14 2001/11/2 El3-2 6 60 145.45 145.44 60 7 1
13 2001/11/1 El3-2 6 60 144.85 144.84 60 10 4
12 2001/10/28 El3-2 6 60 144.25 144.24 57 6 0
11 2001/10/24 El2-1 8 60 143.65 143.67 63 10 2
10 2001/10/23 El2-1 8 60 143.05 143.04 57 10 2
9 2001/10/20 El2-1 8 60 142.45 142.47 64 7 -1
8 2001/10/18 El2-1 8 60 141.85 141.83 58 8 0
7 2001/10/17 El2-1 8 60 141.25 141.25 58 8 0
6 2001/10/15 El2-1 8 60 140.65 140.67 58 8 0
5 2001/10/14 El2-1 8 60 140.05 140.09 63 6 -2
4 2001/10/11 El2-1 8 60 139.45 139.46 62 10 2
3 2001/10/9 El2-1 8 60 138.85 138.84 60 6 -2
2 2001/10/6 El2-1 8 60 138.25 138.24 58 8 0
1 2001/10/5 El2-1 8 60 137.65 137.66 61 8 0








図 5.16 盛土管理表の記入例 
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図 5.15 及び図 5.16 は、日本道路公団 「施工規定方式（GPS 法）による盛土の品質管理方法
(案) 平成 13 年 7 月」より抜粋した 




① GPS 衛星の捕捉環境が良好な区域として図 5.17 に示す位置を選択した。 
② 道路とほぼ平行に図 5.18 に示す 150m×40m のエリアを設定した。 
③ 上記エリアを試験エリアとし，四隅の座標値を決定した。 
④ 試験エリア内をとおる 10m 間隔の測線を 12 本決定した（図 5.18 参照）。 
ⅱ) 基盤の測量 
① 決定した試験エリアの四隅および測線両端部に基準杭を設置した。 
② 光波測量器により各測線上を 1.0m 間隔で測量した（約 400 点）。 
ⅲ) ブルドーザによる撒き出し 
① 試験エリア全体に盛土を撒き出した。 
② 転圧後の層厚が 30cm となるように，33cm 厚で敷き均しを行った。図 5.19 に敷き均し後
の状況を示す。 
ⅳ) 出来形の測量  
① 基準杭間にロープを張り，測線上を 5.0m 間隔に図 5.20 に示す RTK 測位を実施した。 
② １点あたり 10 秒程度静止して，その平均標高値を採用した。 
③ 局部的な凹凸の影響を防ぐように GPS アンテナを保持した。 
④ 基準杭上における測量を実施し，光波測量器との整合性を確認した。 
ⅴ) 締固め機械(振動ローラ)による転圧 
① GPS 搭載機械でエリア全体を 8 回転圧し，1 秒ごとに RTK 測位データを記録した（軌跡
データ取得）。施工速度は通常時と同等（4km/h）とした。締固め状況を図 5.21 に示す。 
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ⅵ) 出来形の測量 




























































図 5.19 敷き均し終了 図 5.20 RTK 測量 
 
図 5.21 締固め状況 





















は，前項(1)c.ⅵ)で得られた 2.0m 間隔の測量結果を採用する。図 5.23 に標高データの抽出































図 5.23 標高データ抽出のアルゴリズム 





































 b. 解析結果 
軌跡データの中から上記①～③に示す手法でデータを抽出し，前項 (1)c.ⅵ)に示した要領
で実施した転圧後の出来形測量結果（実測データ）と比較する。図 5.25 に示すように測点は 1
図 5.24 軌跡データと測点位置 
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測線あたり 17 点であり，試験エリア全体では 17 点×12 測線の 204 データが得られている。 
表 5.1 に各手法での算出結果と出来形測量結果（実測データ）との比較を示す。なお，ここ











表 5.1 各手法の実測データとの比較 単位 mm 
手法 標準偏差σ 平均 H 最大 MaxH 最小 MinH 
①最近傍値 26.1 0.3 108.9 -66.2 
②半径 0.25m e)平均値法 22.9 -1.7 60.4 -64.0 
a)初期値法 26.7 6.3 108.9 -74.0 
b)最終値法 25.3 -3.9 108.9 -64.1 
c)最高値法 24.9 11.0 108.9 -54.0 
d)最低値法 25.0 -10.0 108.9 -74.1 
②半径 0.50m 
e)平均値法 24.0 0.2 108.9 -64.0 
②半径 1.00m e)平均値法 23.4 -2.5 92.2 -66.4 
②半径 2.00m e)平均値法 22.3 -0.8 86.9 -54.6 























図 5.25 標高データの比較 
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えられる。 
























 表 5.2 手法②による１測点あたりの採用データ数 
半径  平均データ数  最大データ数  最小データ数  
0.25m 0.83 7 0 
0.50m 3.33 49 0 
1.00m 14.85 83 0 
2.00m 60.91 424 10 
 
一方で，平均値法をはじめとする時間および標高を考慮しない抽出方法では，表 5.1 のよう
に実測値との差の平均が数 mm 程度となり，横断図の作成に効果的であることも確認できた。 
そこで，以下に示す新手法を提案する。 
図 5.26 各手法の標高データの比較 
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1) 測点と軌跡データの水平距離を算出 
2) 水平距離が R(m)以下のもののうち，距離の短い N 番目までのデータを検索※ 
3) 2)に該当する N 個のデータの平均標高を採用 
※測点との距離が R(m)以下の軌跡データが N 個未満の場合，該当標高なしとする。 
表 5.3 に本手法により N=1，2，4，8，16 まで変化させた場合の比較を示す。 
表 5.3 新手法の実測データとの比較 単位 mm 
採用データ数 N 標準偏差σH 平均 H 最大 MaxH 最小 MinH 
1 データ（最近傍値）  26.1 0.7 108.9 -66.2 
2 データ  25.4 0.7 108.9 -61.4 
4 データ  25.1 0.1 93.9 -66.5 
8 データ  24.9 0.1 96.4 -66.4 
16 データ  24.0 -0.1 92.6 -59.7 
 
理想的には平均が 0 であることを考えれば，表 5.3 から，4 データ以上の平均値を採用するこ
とが必要となると考えられる。一方，GPS データは１秒ごとに取得しており，重機速度が約
4km/h であるため，走行方向では約 1.1m 毎に 1 点の標高データが得られることになる。また，
締固め機械(振動ローラ)の振動輪の幅を L(m)とすると，締固め機械の走行路は，ほぼ L/2(m)






























第 5 章 情報化施工における管理システムの高度化 
111 
実験後，第二東名金谷トンネル西工事での実運用によって実証した。工事において作成し
た盛土管理表の出力例を表 5.4 に示す。一層毎の層厚及び，複数層厚での施工厚さ（表 5.4
では 5 層）の設計値との比較が容易に行え，層厚管理法としての実用性が高いことが分かる。 
なお，この表で設定されている層厚管理のための測定点は，実証のために別途設定したも
のであり，図 5.15 の一般道路土工の設定方法とは異なっていることを，補足しておく。 
STA　396+60

























5 2002/11/1 EL-14 8 30 147.04 147.11 30 8 ±0 ±0
4 2002/10/29 EL-14 8 30 146.74 146.81 27 8 ±0 －3
3 2002/10/24 EL-14 8 30 146.44 146.54 29 8 ±0 －1
2 2002/10/21 EL-14 8 30 146.14 146.25 36 8 ±0 ＋6
1 2002/10/14 EL-14 8 30 145.84 145.89 35 8 ±0 ＋5
0 2002/10/8 EL-14 8 0 145.54 145.54 0 8 ±0 ±0
計 150 157 ＋7
STA　396+60

























5 2002/11/1 EL-14 8 30 147.20 147.19 29 8 ±0 －1
4 2002/10/29 EL-14 8 30 146.90 146.90 28 8 ±0 －2
3 2002/10/24 EL-14 8 30 146.60 146.62 31 8 ±0 ＋1
2 2002/10/21 EL-14 8 30 146.30 146.31 29 8 ±0 －1
1 2002/10/14 EL-14 8 30 146.00 146.02 32 8 ±0 ＋2
0 2002/10/8 EL-14 8 0 145.70 145.70 0 8 ±0 ±0
計 150 149 －1
STA　396+60

























5 2002/11/1 EL-14 8 30 147.34 147.19 32 8 ±0 ＋2
4 2002/10/29 EL-14 8 30 147.04 146.87 25 8 ±0 －5
3 2002/10/24 EL-14 8 30 146.74 146.62 22 8 ±0 －8
2 2002/10/21 EL-14 8 30 146.44 146.40 29 8 ±0 －1
1 2002/10/14 EL-14 8 30 146.14 146.11 27 8 ±0 －3
0 2002/10/3 EL-14 8 0 145.84 145.84 0 8 ±0 ±0
計 150 135 －15
STA　396+60

























5 2002/11/1 EL-14 8 30 147.34 147.11 27 8 ±0 －3
4 2002/10/29 EL-14 8 30 147.04 146.84 24 8 ±0 －6
3 2002/10/24 EL-14 8 30 146.74 146.60 21 8 ±0 －9
2 2002/10/21 EL-14 8 30 146.44 146.39 22 8 ±0 －8
1 2002/10/14 EL-14 8 30 146.14 146.17 33 8 ±0 ＋3
0 2002/10/3 EL-14 8 0 145.84 145.84 0 8 ±0 ±0




た測線，測点の試行結果であり，図 5.16 の例とは異なる。 
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5.4 締固め管理システムを利用した沈下計測による盛土品質評価法の検討 2) 
















の細かい凹凸を考慮して各マーキング個所及びその周囲 4 点に対して行い，この 5 点の平均
値を当該計測点の測量データとした。 
表 5.5 に現場実験時の条件，図 5.28 に実験範囲とレベル計測点及び振動ローラの走行軌
跡の関係を撒き出し厚 60cm 実験時の例で示す。 
図 5.29 は実験状況であり，振動ローラには GPS 受信機等機材を搭載している。また， 図
5.30 は光学式レベル計でのレベル測量の状況である。レベル計測は撒出し直後及び締固め
回数毎(2，4，8，12，16 回)に実施した。 











締固め回数 16 回 
締固め機械 酒井重工 SV-160DV （起振力 35t） 
GPS 装置 トプコン DX-1 
レベル測量 ソキア B20 自動ﾚﾍﾞﾙ 










































図 5.31 走行データの補正イメージ 
図 5.29 実験時締固め作業状況 図 5.30 光学式レベル計での測量状況 
GPS アンテナ 




































 図 5.32  0 回転圧時の走行軌跡例 
 図 5.33  2 回転圧時の走行軌跡例  
 図 5.34  12 回転圧時の走行軌跡例 
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(2) 光学レベルと走行中の標高データとの相関 
RTK-GPS の鉛直方向の精度は，水平方向の精度の 1.5～2 倍悪く，標準偏差で約 30～50
㎜程度とされている。すなわち，GPS データの一つ一つはその程度のバラツキを持っていること
になり，締固めによる沈下量データが数㎝であることを考えれば，GPS の標高データをそのまま
沈下データとして採用することは困難である。しかし，GPS では 1 秒毎に３次元位置データが計





図 5.35～図 5.37 に撒出し厚さ 30cm，60cm，100cm 時の GPS と光学式レベル計による標高





















図 5.35～図 5.37 からレベル測量データと GPS データを比較すると，全ての実験ケースで，
高い相関関係はあるが数 cm 程度の誤差が生じていることが分かる。実験データを合計(約 200


















図 5.35 各測点における GPS と光学式 
ﾚﾍﾞﾙ測量の関係（撒出し厚 30cm）


















図 5.36 各測点における GPS と光学式 
ﾚﾍﾞﾙ測量の関係（撒出し厚 60cm）






































図 5.37 各測点における GPS と光学式 
ﾚﾍﾞﾙ測量の関係（撒出し厚 100cm） 
図 5.38 各測点における GPS と光学式 
ﾚﾍﾞﾙ測量の関係（全データ） 






とは異なる。このため今回の測定数では，回帰式の傾斜が 1 にはならなかったと考えられる。 









































































図 5.40 締固め回数毎の沈下量（GPS） 図 5.39 締固め回数毎の沈下量（光学ﾚﾍﾞﾙ）
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を検討する必要がある。すなわち，室内突固めにおける突固め仕事量，例えば JIS A 1210 の A


















































厚）を考える。この施工方法におけるモデル施工結果（転圧回数 N と乾燥密度ρd の関係）を
模式的に図 5.41(a)に示す。同図では，転圧回数を N1, N2, N3 の 3 水準としている。N1, N2, N3
は，例えば，それぞれ 4,8,16 回などのように設定されるが，水準数を含め，現場の条件に応じ
て任意に設定することができる。 
転圧回数 N 突固め仕事量 E
乾燥密度 ρd
(a) モデル施工 (b) 室内突固め（模擬転圧試験）


















図 5.41 モデル施工における室内突固め回数と現場転圧回数の対比（模式図） 
これに対し，モデル施工と同一の盛土材を用いて，室内突固め（模擬転圧試験）を実施する。
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一般的な突固め試験（JIS A 1210）では，図 5.42 に示すように，材料の含水比を 5～6 水準程
度に調整してそれぞれ突固めを行い，含水比 w と乾燥密度ρd の関係（締固め曲線）を求め，
最適含水比 wopt および最大乾燥密度ρdmax を求める。これに対し，模擬転圧試験では試料の
含水比調整を行わない。すなわち，モデル施工と同じ自然含水比の試料を用い，図 5.41(b)に
模式的に示すように，ランマーによる突固め仕事量 E を数段階に変化させて，それぞれ突固め
を行う。同図では突固め仕事量を E1, E2, E3, E4 の 4 水準としているが，これらはそれぞれ，例え
ば 0.1Ec, 0.3Ec, 1Ec, 4.5Ec とする。ここに，1Ec とは前述のとおり JIS A 1210 の突固め方法
A,B 法に規定される供試体の単位体積当り突固め仕事量（約 550 kJ/m3），4.5Ec は C,D,E 法
の突固め仕事量（約 2,500 kJ/m3）である。突固め仕事量 E は，その水準数を含め，任意に設














図 5.42 JIS の突固め試験から得られる締固め曲線（模式図） 
 
V
NNHWE LBR          (5.1) 







WR，H，NL および V が一定の場合には，図 5.41(b)の横軸および同図(c)の縦軸を，E に替え
て 1 層当りの突固め回数 NB としてもよい。 
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模擬転圧試験における具体的な突固め方法の例を表 5.6 に示す。ここに，一般的な JIS A 
1210 の突固め試験法も併せて示している。JIS の場合は表 5.6 (1)に示す 5 種類の突固め方法
（A～E 法）から 1 つを選択し，含水比の異なる数種類の試料を単一の方法で突固める。対照
的に，模擬転圧試験では，試料の含水比は自然含水比 1 種類のみであるが，表 5.6 (2)または
(3)のように突固め仕事量が 0Ec, 0.1Ec, 0.3Ec, 1Ec, 4.5Ec などのように異なる数種類の突固
め方法を用いる。 
 
表 5.6 突固め方法 
（JIS A 1210 の規定および模擬転圧試験における設定例） 


























kg m/s2 N cm cm3 kJ/m3
A法 2.5 9.80665 24.5 30 25 3 1000 551.6 1.00 1.00
B法 2.5 9.80665 24.5 30 55 3 2209 549.4 1.00 1.00
C法 4.5 9.80665 44.1 45 25 5 1000 2482.3 4.50 4.52
D法 4.5 9.80665 44.1 45 55 5 2209 2472.2 4.48 4.50



























kg m/s2 N cm cm3 kJ/m3
0Ec 2.5 9.80665 24.5 30 0 3 1000 0.0 0.00 0.00
0.1Ec 2.5 9.80665 24.5 10 6 3 1000 44.1 0.08 0.08
0.3Ec 2.5 9.80665 24.5 30 6 3 1000 132.4 0.24 0.24
1Ec（A法） 2.5 9.80665 24.5 30 25 3 1000 551.6 1.00 1.00



























kg m/s2 N cm cm3 kJ/m3
0Ec 4.5 9.80665 44.1 45 0 3 2209 0.0 0.00 0.00
0.1Ec 4.5 9.80665 44.1 15 7 3 2209 62.9 0.11 0.11
0.3Ec 4.5 9.80665 44.1 45 7 3 2209 188.8 0.34 0.34
1Ec 4.5 9.80665 44.1 45 20 3 2209 539.4 0.98 0.98
4.5Ec（E法） 4.5 9.80665 44.1 45 92 3 2209 2481.2 4.50 4.52  
 
模擬転圧試験に用いるモールドやランマーなどの突固め用具は，実務における利便性を重
視する立場から， JIS A 1210 の規格品を流用し，落下高さなどの突固め方法もできるだけ JIS
を踏襲した。モールドは，試料の粒度に応じて JIS A 1210 に規定されている 10 cm モールドと
15 cm モールドを使い分けることとした。すなわち，10 cm モールドおよび１５ cm モールドの許
容最大粒径をそれぞれ 9.5 mm, 37.5 mm とする。試料が粒径 37.5 mm 以上の礫や石を含む
場合には，これらを除去したうえで 15 cm モールドを使用する。この場合，図 5.41 (b)のように得
られた室内突固め結果を，同図(a)のモデル施工結果と比較するには，Walker-Holtz の方法 8)
などによって，除去した礫分の含有率（礫率）や礫の絶乾密度などに応じて乾燥密度ρd を補








5.41 (a)における転圧回数 Ni（i=1,2,･･･）と同一の乾燥密度ρd を与える突固め仕事量 E’i
（i=1,2,･･･）を，図 5.41(b)の関係を用いて，補間（按分）により求める。これにより，図 5.41(c)に
模式的に例示するように，現場転圧回数 N と室内突固め仕事量 E との関係図が得られる。 
これとは逆に，図 5.41(b)における突固め仕事量 Ei（i=1,2,･･･）と同一の乾燥密度ρd を与え





転圧機種）が一定である限り，図 5.41(c)の現場転圧回数 N と室内突固め仕事量 E との関係は




最適含水比とともに最大乾燥密度ρdmax を求め，盛土の乾燥密度ρd とρdmax の比である締固




転圧回数 Nreq の妥当性を検証する。 
この場合も，模擬転圧試験はモデル施工時と同様に，現在施工中の盛土材すなわち自然
含水比の試料を突固める。すなわち，図 5.41 の例を引継いで説明すれば，図 5.41(b)と同じ突
固め仕事量 Ei（i=1,2,･･･）の組合せを用いて室内突固め（模擬転圧試験）を行い，図 5.43(b)
のようにそれぞれ乾燥密度ρd を求める。図 5.41(c)の転圧回数 Ni と突固め仕事量 Ei との関係
は，盛土材の締固め特性が若干変化しても，施工方法（敷均し機種，敷均し厚，転圧機種）が
一 定 である限 り不 変 と考 えるので，モデル施 工 時 に図 5.41(b)において各 転 圧 回 数 Ni
（i=1,2,･･･）に対比された突固め仕事量 E’i（i=1,2,･･･）に対応する乾燥密度ρd を図 5.43(b)か
ら読取り，これを図 5.43(a)のように，転圧回数 Ni（i=1,2,･･･）に対してプロットすれば，現在の材
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(a) モデル施工 (b) 室内突固め（模擬転圧試験）








図 5.44 乾燥密度による室内突固め回数と現場転圧回数の対比 
 
図 5.44 は，図 5.41(a),(b)及び図 5.43(a),(b)を重ねて描いたものであるが，盛土の品質管理に
おける合否判定のための規格値として，乾燥密度ρd そのものが用いられることは少ない。すな
わち，規格値はρd と JIS の突固め試験（図 5.42）から求めた最大乾燥密度ρdmax との比である
締固め度 Dc=ρd/ρdmax によって規定されるのが一般的である。そこで，図 5.45 のようにモデル
施工時および現在において JIS の突固め試験を行って，それぞれの最大乾燥密度(ρdmax)0 お
よびρdmax’を求めることにより，図 5.44(a)(b)の縦軸を締固め度 Dc として描き換えたもの
が図 5.46 である。 
























(a) モデル施工 (b) 室内突固め（模擬転圧試験）









図 5.46 締固め度による室内突固め回数と現場転圧回数の対比 
 
図 5.46(a)において，モデル施工の結果（■印）から，締固め度 Dc の規格下限値（90%）を侵
すことのないように規定転圧回数 Nreq=N1（例えば N1=4 回）と決定され，現在もこの Nreq が変更
されずに用いられているとする。しかしながら，現場での現在の盛土材を用いて模擬転圧試験
を行い（図 5.46(b)の●印），モデル施工結果を推定した結果，図 5.46(a)の○印のようになると
すれば，転圧回数 N1 では規格値を満足できないため，規定転圧回数 Nreq を N1 から N2 へ変更
する必要があると解釈される。以上のような方法によって，工事期間中に，適切な頻度で模擬
転圧試験を繰返し実施し，都度，規定転圧回数 Nreq を見直すならば，盛土締固め管理システ






図 5.46 の例とは逆に，当初から用いていた規定転圧回数 Nreq が過大と判断される場合も起





案手法を説明したが，空気間隙率 Va やその他の指標（コーン指数 qc など）も，同様に扱うこと
ができる。空気間隙率 Va は，転圧回数や突固め仕事量の増加に伴って減少するが，取扱い
方法は同様である。空気間隙率 Va やコーン指数 qc の場合，これらによって直接に管理基準を









に，この E’i（i=1,2,･･･）について，図 5.47b)のように，それぞれ含水比 w と乾燥密度ρd の関係
（いわゆる締固め曲線）を求めておく（模擬転圧試験の事前実施に相当）。ここに，突固め仕事
量 E’i（i=1,2,･･･）は，1 層当りの突固め回数 NB やランマー落下高さ H を調整することによって
得られる。工事着手後には，当日の施工含水比（通常は自然含水比 wn）を測定して，図
5.47(b)の各締固め曲線において含水比が wn のときの締固め度 Dc 値を読取れば，各突固め仕
事量 E’i（i=1,2,･･･）に対する締固め度 Dc が得られる。これらを図 5.43(a)を求めるときと同様に，
図 5.47(a)のように転圧回数 Ni（i=1,2,･･･）に対してプロットすれば，転圧回数 N と乾燥密度ρd
の関係の推定曲線となる。 
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転圧回数 N 含水比 w
(a) モデル施工（推定） (b) 室内突固め（模擬転圧試験）












均し機種，敷均し厚，転圧機種）が一定である限り，図 5.41(c)の室内突固め仕事量 E と現場
転圧回数 N の関係は不変と仮定する。この仮定の普遍性について，以下に考察する。 
提案手法の模擬転圧試験は，JIS A 1210 の突固め試験用具を用いるものであり，試料が締
固められるメカニズムは JIS と同様である。この場合，厳密に言えば，ランマーの落下仕事量とし
て試料に与えられた仕事量の一部は摩擦熱，音波，モールドや試験室床に伝播する振動波と




締固め対象層に与えられる突固め仕事量 Ec は，式（5.1）から類推されるように， 
 
 NTFfE Lmc ,,         (5.2) 
ここに    Ec：転圧機械による突固め仕事量 
Fm：転圧機械により与えられる仕事量で，機械の自重，起振力，転圧装置の幅な
どから決まる。室内突固めにおけるランマーの重量 Wm および落下高 H から決
まる，ランマー突固め 1 回当たりの仕事量に相当するもので，その指標として，
例えば振動ローラの動線圧が挙げられる。 
TL：1 回の施工厚さ（仕上り厚）であり，室内突固めにおける，層の数 NL とモールド
容積 V の両要因を包含したものと考えられる。 
N：転圧回数であり，室内突固めにおける 1 層当りの突固め回数 NB に相当する。 






 sLsmss NTFfE ,,         (5.3) 







となり，以上から，転圧機械および敷均し機械による合計の突固め仕事量 Ec+s は， 
 
 sLmsmsc NNTFFfE ,,,,        (5.4) 
 
と表すことができる。施工機械（敷均し機械および転圧機械），1 回の施工層厚 TL，敷均しの方
法（同一箇所の反復走行回数 Ns）が一定の条件のもとでは，式（5.4）の突固め仕事量 Ec+s は転
圧回数 N のみの関数になり，図 5.41(c)のように両者を結び付けることが可能となる。 
転圧回数 N と突固め仕事量 E との関係を土質によらず一定と仮定するのも 1 つの考え方で
あるが，盛土材の呼称（「軟岩」，「礫質土」等）が異なれば，施工方法が異なるのが普通である
ことから，本研究では，N と E の関係は，同一呼称の 1 種類の盛土材に対して一定と仮定する。 
 
5.5.6 模擬転圧試験の適用性の検証結果 
J 自動車道 I 工事において盛土材として用いられた破砕風化砂岩を対象に，モデル施工を
工事着手時（材料 A）および工事着手後（材料 B）の 2 回実施した。施工方法は一定とし，敷均
しに 7t 級ブルドーザ，転圧に 10t 級振動ローラを使用し，1 層の仕上がり厚を 30cm とした。こ
れら 2 回のモデル施工時に，それぞれのモデル施工と同一の盛土材を用いて，模擬転圧試験
を実施した。盛土材の特性値を表 5.7 に示す。 
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表 5.7 盛土材の特性（J 自動車道 I 工事） 
材料A 材料B
土粒子の密度 ρs g/cm3 2.667 2.682
自然含水比（現場RI測定） wn % 10.0 12.9
最大粒径 Dmax mm 75 53
37.5mm以上礫率 % 22.5 22.5 ※
礫分 % 36 41
砂分 % 43 34
細粒分 % 21 25
分類名 細粒分質礫質砂 細粒分質砂質礫
分類記号 (SFG) (GFS)
最大乾燥密度 ρdmax g/cm3 2.090 2.119









模擬転圧試験における突固め方法は，表 5.6 の「(3)15cm モールドを使用する場合」に示す
0Ec, 0.1Ec, 0.3Ec, 1Ec, 4.5Ec の 5 通りとした。 
図 5.48 に，モデル施工および模擬転圧試験の結果を示す。 





























































図 5.48 モデル施工および模擬転圧試験結果（J 自動車道 I 工事） 
 
図 5.48 から，図 5.41 と同様の手順によって，転圧回数 N と突固め仕事量 E の関係を求め
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5.6 締固め管理システムの山間部における適用性向上に関する検討 9) 
施工規定方式による盛土締固め品質管理システムの適用に際しては，RTK-GPS 測位の原
理から刻々と位置が変化する GPS 衛星の観測が確実に行なえ，相対測位の基準点からのデ
ータ伝送にも適した場所であることが基本条件である。すなわち，RTK 測位に必要な GPS 衛星









  測位データの欠落が生じる主要因は，次の 2 点である。 












表 5.8 に移動体のリアルタイム測位に適用出来る GPS の利用形態を示す。 
表 5.8 移動体測位可能な GPS の形態 
GPS 利用形態 最低必要衛星数 データ伝送の要否 公称精度 
フィックス値 5 要 1～5cm 
RTK-GPS 
フロート値 4-5 要 数 10cm 以下 
DGPS 4 要 数 10cm 
単独測位 4 不要 数 m 
 
この表から明らかなように測定のための必要人工衛星が少ないのはＤGPS と単独測位法で
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図 5.50 に実験時の機器構成を示す。この実験では，一つの GPS アンテナで受信した同一の















図 5.51 に RTK-GPS データ及び単独測位データでの走行軌跡を示す。現場内の盛土ヤード
（約 250×120ｍ）を時速 4～5km で周回した約 2 時間のデータをもとに描いたもので，平面図と
してはほぼ同じ形であることが分かる。RTK-GPS の値と単独測位データの差は，標準偏差で











(ａ) RTK-GPS での走行軌跡 (ｂ) 単独測位での走行軌跡 






図 5.50 実験機器構成 
転圧機械 





















図である。図 5.52(b)から，単独測位データでも 2m の走行レーンの幅内でデータの変動がおさ









また，本実験では RTK-GPS と単独測位データとを比較するため，観測できる GPS 衛星数は






(a) 走行軌跡(RTK-GPS) (b) 走行軌跡(単独測位) 
(c) 締固め分布表示(RTK-GPS) (d) 締固め分布表示(単独測位) 
図 5.52 走行軌跡データとそれに基づく締固め回数分布の比較 

























かを，測位に使用しないよう単独測位用 GPS 受信機の設定を変更した。 
③RTK 測位は捕捉衛星すべてを使用する。 
ｃ. 測位データの取得 
①盛土場において，1 周 400m 程度の周回走行を実施した。締固め重機と同様に車輌を秒
速約 1～2m で走行した。図 5.53(b)に走行状況を示す。結果として１周あたり 4 分程度の
実験であり，山間部などにおける一時的な捕捉衛星の減少を再現した。 
②RTK 測位モードが常にフィックスであることを確認した。 












表 5.9 のとおりである。捕捉 GPS 衛星数がそれぞれ 4～9 個で一定の衛星数を捕捉した条件
下における，単独測位データを取得することができた。 
表 5.9 実験条件 
GPS 衛星数／PDOP※  
実験  実施日  時刻  データ数  
RTK 測位  単独測位  
1 08/06 9:23:36～9:27:07 207 6 ／2.2 6 ／2.2 
2 08/06 18:37:52～18:41:37 221 5 ／3.9～4.1 4 ／4.9～5.4 
3 08/07 09:39:00～09:43:00 241 8 ／2.1 8 ／2.1 
4 08/07 09:43:00～09:46:30 211 8 ／2.1 8 ／2.1 
5 08/07 09:47:40～09:51:00 201 9 ／1.9 9 ／1.9 
6 08/07 10:09:10～10:13:10 241 9 ／2.0 7 ／2.8 
7 08/07 10:27:10～10:31:15 246 9 ／1.9 5 ／4.4～4.6 
8 08/07 10:32:30～10:36:15 226 9 ／1.9 4 ／12.8～13.1
※）PDOP･･衛星配置状態をあらわすパラメータ，値が小さいほど一様に配置している 
ことを表し，測定条件が良いとされている。 
 実験１の測位データをプロットした平面図と，標高の時系列変化を図 5.54 に示す。 
 平面図からは，両者の軌跡は一定の位置関係を保ちながらもほぼ同形状であることが確認で
きる。これは，単独測位による本システム高度化の可能性を示唆する結果である。特に東西















RTK 測位データには，電波障害等による測位モードの劣化（図 5.54 左図の点線部：フィックス
→フロート）が見受けられた。しかし，単独測位ではこのような現象は生じず，安定してデータが
図 5.54 実験 1 での測定結果 
時間(時:分:秒) 
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取得できることは，大きな利点である。 
つぎに，同一時刻ごとに RTK 測位との XYH 座標値の差（較差）の算出イメージを図 5.55 に
示す。較差の実験時間における推移の一例を図 5.56 に，各実験での較差の平均値および標

















図 5.56 に示したのは，RTK 測位が不可能となる捕捉衛星数 5 基未満の条件下の実験結果
（表 5.9 の実験 2，8）である。図 5.56(a)が実験 2，図 5.56(b)が実験８の結果である。図から X お
よび Y 座標の較差はどちらも長期的な変動を抱えている可能性はあるが，実験時間内におい
てほぼ一定であることが確認できる。つまり，一定量だけシフトさせれば，RTK 測位と遜色ない
座標を得ることができる。しかし，H 座標の較差は実験 2 では一定だが，実験 8 では大きな変動
が見られる。 
表 5.9 を見ると，実験 2 では PDOP が 4.9～5.4，実験 8 でも 12.8～13.1 と徐々に増大して












図 5.55 較差の算出 







(b) 実験８ (a) 実験２ 
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表 5.10 較差の平均値および標準偏差 
平均値 標準偏差 単位：m 衛星数 X Y H RmsX RmsY RmsH 
実験 1 6 4.578 0.454 4.029 0.236 0.170 0.668 
実験 2 4 3.741 0.556 -8.157 0.036 0.034 0.051 
実験 3 8 0.991 -0.187 -0.458 0.018 0.017 0.065 
実験 4 8 0.950 -0.087 -0.504 0.020 0.021 0.071 
実験 5 9 1.525 -0.129 -1.146 0.039 0.020 0.038 
実験 6 7 0.875 0.784 -0.469 0.058 0.068 0.072 
実験 7 5 1.675 1.077 -6.573 0.140 0.042 0.138 
実験 8 4 1.629 -0.700 -5.370 0.092 0.099 1.162 
 
図 5.57 に今回の実験結果から，XY（水平）方向における較差の標準偏差，衛星数および











実験 1 では，PDOP が 2.2 と小さく且つ一定であるにも関わらず，標準偏差が最も大きい結
果であった。また，水平方向における較差の平均値を比べると，ここでも実験 1 が最大である。




図 5.57 水平方向較差の標準偏差比較 







フトの修正のみで対応が可能である手法として下記を提案する。図 5.58 にその流れを示す。 
① RTK 測位が可能なあいだは，その XY 座標を採用 
② 測位モードが RTK 測位から単独測位に移行した場合，単独測位データと直前の RTK
測位データとの差を暫定較差△1 としてシフトした XY 座標を採用 
③ RTK 測位が不能の間は，②同様に暫定較差△1 だけ単独測位データをシフトして採用 





























図 5.59 システム適用範囲イメージ 

















RTK 測位  (Xn,Yn) (Xtn,Ytn) 
↓ ↓ 
※）△1=(Xs2，Ys2)- (X1，Y1)








図 5.58 単独測位の導入手法 
(Xs3,Ys3) -△1 
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5.7 リアルタイム GPS 測位の高度化検討 10) 
5.7.1 概要 
前項までの検討事項にみられるように，土木施工分野において GPS 測量，特にリアルタイム












的に検証した。対象技術としては，FKP 方式ネットワーク型リアルタイム GPS と，複数の固定局
の同時利用による RTK-GPS 方式（Multi Baseline RTK-GPS）とした。 
なお，目標精度としては，数 km～十数 km の領域において，リアルタイムで水平方向１cm，
垂直方向 1～2cm の精度とした。 
 






域 の 誤 差 補 正 量 を 提 供 して， 領 域 内 であれば安 定 した 測 位 を実 現 するネットワー ク型
RTK-GPS 技術が開発され，運用されている。 
ネットワーク型 RTK-GPS には VRS 方式と FKP 方式がある。 
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ら受信した補正データを基に，あたかも仮想基準点に実際の基準点があるかのように従来型
























以上を勘案し，本実験では FKP 方式を採用し，精度検証及び高精度化の検討を行った。 
FKP 方式は日本では三菱電機(株)が 2004 年から全国でサービスを開始している。全国を
13 ブロックに分割し，各ブロック内に点在する電子基準点の観測データを元にブロックごとに誤
差要因の状態空間モデルを解析し，面補正パラメータを配信している。例えば，関東ブロック
では，図 5.62 に示す関東一円 23 局の電子基準点が利用されている。仕様上の計測精度（ば





図 5.60 VRS 方式概要 図 5.61 FKP 方式概要 









実験は 2007 年 7 月 11 日に東京港中央防波堤外側埋立地で行った。比較した広域商用網






























図 5.62 広域網と実験で設定した狭域網 
図 5.63 計測エリア付近の広域網基準点と狭域網基準点の関係 
広域網基準点 
狭域網基準点 
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実験設備概要を図 5.64 に示す。一組のアンテナ，GPS 受信機からの受信データを分岐させ，
広域網および狭域網解析用パソコン（PC）にそれぞれ入力する。PC では専用の解析ソフトウェ
アを用い，それぞれ受信する面補正パラメータを基に補正量を算出し測位計算を行う。計測は























全 33 セットのフィックス時間計測結果のうち正常に記録された 27 セットに関する集計結果を


















































南北方向 東西方向 標高 南北方向 東西方向 標高
10:00～11:00　3分×11セット 9.0 5.5 26.1 6.1 5.0 23.9
12:30～13:30　3分×11セット 7.6 7.8 19.1 6.1 6.0 13.9
14:00～15:00　3分×11セット 5.7 6.5 20.8 6.1 4.4 13.0






































図 5.65 補正網の違いによる計測セット別フィックス時間比較 
表 5.12 補正網の違いによる精度集計結果 












































































































































































































図 5.66 計測結果一例（12:30～13:30） 





なお，参考までに平面直角座標系 X，Y，H の平均値を表 5.13 に示す。全体として広域網と







(4) まとめと考察  






















Ｘ Ｙ Ｈ Ｘ Ｙ Ｈ
10:00～11:00　3分×11セット平均 -45,814.0564 -2,451.7821 41.9776 -45,814.0530 -2,451.7805 41.9711
12:30～13:30　3分×11セット平均 -45,814.0476 -2,451.7788 41.9561 -45,814.0438 -2,451.7753 41.9597
14:00～15:00　3分×11セット平均 -45,814.0472 -2,451.7848 41.9549 -45,814.0403 -2,451.7765 41.9743






表 5.13 平面直角座標系測位結果 
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 (2) 実験方法 
実験は 2007 年 3 月 23 日に東京港中央防波堤外側埋立地で行った。Multi Baseline 
RTK-GPS（3 固定局仕様）のシステム概要を図 5.68 に，3 つの固定局と観測点との位置関係
を図 5.69 に示す。観測点に設置した一つの GPS アンテナからの信号を 3 つに分岐させ，各
受信機に入力する。各受信機では対応する固定局からの補正情報を元に測位計算を行う。
各受信機の測位結果は統合解析用 PC に集められ，同一時刻（GPS 時刻）の測位結果に対
し各固定局までの距離の逆数を重量とした加重平均により観測点座標を算出した。計測は
1 秒エポック×3 分間を 1 セットとし，13 時から 16 時の間に計 16 セットのデータを取得した。 
なお，加 重 平 均 値 v は，各 点 のデータを cba ,, とし，固 定 点 までの距 離 をそれぞれ











図 5.67  RTK－GPS の配置 
(5.5) 

























水平直角座標系に換算した X,Y,H 座標値の集計結果を表 5.14 に示す。また，実験結果例
として各受信機の単独 RTK 測位結果とそれらを加重平均したものを時系列に図 5.70 に示す。
図の中央の水色太線で示したデータが加重平均値である。3 つの固定局との距離が近かった
こともあったが，各固定局との組み合わせにおける測位の標準偏差は数㎜程度と精度の良い























































基準局 Ａ -45811.9755 1.8 9.8 -2448.9266 1.3 6.0 4.5340 4.0 18.6
基準局 Ｂ -45811.9740 2.2 10.4 -2448.9269 1.7 7.4 4.5123 6.3 36.8
基準局 Ｃ -45811.9741 1.7 9.4 -2448.9274 1.7 9.1 4.5442 5.0 25.6




表 5.14 加重平均による改善結果 






















































































基準局 A 基準局 B 基準局 C 加重平均
 
（a） X 方向 （b） Y 方向 
（c） 標高 
図 5.70 Multi Baseline RTK-GPS 計測結果一例 
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 アルジェリア
図 5.71 工事現場位置図 





ついて記す。検討事項としては，以下の 2 つである。 
① 広域における低信頼公的基準点の取扱いと現場運用方法の検討 











 本工事は，アルジェリア国内を東西に横断する約 1，200km の高速道路を 3 工区（東工区，
中工区，西工区）に分けて建設するもので，そのうち東工区の約 400km を鹿島建設を代表者と
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表 5.15 東工区全体工事概要 
工事名 アルジェリア東西高速道路建設工事（東工区） 
発注者 アルジェリア公共事業省高速道路公団 
区間 チェニジア国境～ボルジブ・アレリジ（約 400 km） 
道路 
片側 3 車線上下 6 車線高速道路，インターチェンジ
22 ヶ所 
構造物 
トンネル 6 本（延長 9.4km），本線橋梁 43 ヵ所，横断道
路橋 88 ヵ所，横断道路トンネル 109 ヵ所 
土工事量 約 1 億 1，000 万 m3 
工事内容 
コンクリート工事量 約 193 万 m3 




多く，延長 400km に及ぶ高速道路を 40 ヶ月という極めて短い工期に対応するためには，土工





① NGA 点 
アルジェリア国水準点であり，既存の構造物等はこれを基準にして建設されている。NGA 点
は，チュニジア・チュニス港の海抜＝0m を基準に，約 50 年前にフランスの IGN（日本の国土
地理院あたる機関）が設置したものである。しかし，その後，アルジェリア国家によるメンテナ
ンスは，一切実施されていない。 




（24 時間観測）を実施した後，網平均処理から設定した基準点が FUGRO 点である。 
 
当初から，NGA 点の信頼性は問題であったので，工事基準点としては FUGRO 点を利用す
ることを基本に考えたが，下記のような問題が発生した。 
2.4.2 項で述べたように GPS によって測定される計測点の３次元座標は WGS84 楕円体を準


















 NHh   (5.6) 
h  ：楕円体高 
H  ：標高 















 図 5.72 標高，楕円体高，ジオイド高の関係 
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を基準とすることが合理的であると考えた。 





図 5.71 や表 5.15 で示したように本工事は，東西に長くまた，沿岸地帯から山岳地域まで標
高の差も大きい工事区間である。一方、NGA 点は沿岸付近のチュニス港の海抜 0m 点から山
岳地域まで 50 年前に測量でつないだ、信頼性に問題のある各工区毎の基準点に基づき標高














汎世界的なジオイドモデルである EGM96（図 5.７5）の利用が可能である。図 5.74 のように全区
間の中の一点を共通基準水準点として、この点における標高 100m が、他の全区間から見ても






























図 5.74 標高データの整合の考え 
共通基準水準点 



















① 図 5.72 における基準水準点の緯度，経度，楕円体高を FUGRO 点を基準とした GPS 測
量によって求める。 
② 基準水準点の緯度，経度における EGM96 データを，GPS 測量によって求められた楕円
体高から減算する（H0）。 
③ 基準水準点におけるアルジェリア国家基準座標(NGA)による標高と H0 との差を求める
(h0)。 
④ 各工区の基準点の緯度，経度を FUGRO 点を基準とした GPS 測量で求める。 
⑤ 緯度，経度データにおける EGM96 データを楕円体高から減算すると共に，h0 を加える。 
 








図 5.75 EGM96（世界ジオイドマップ）11) 






図 5.76 と図 5.77 に実験結果の一部を示す。 
これは，基準点から約 10km 離れた地点での RTK-GPS での観測結果(高さデータ)である。 
図 5.76 はある日の午前の観測結果で，図 5.77 は午後の観測結果で，それぞれ 6 時間で計











































































図 5.76 RTK－GPS 観測結果例（1） 




















・ 長時間計測の平均値は 1～2 ㎝程度の差で測定できることが推定される 
・ 時間帯によってバラツキは変動し，標準偏差（1σ）で 2～3 ㎝程度である 
→ 基準点からの距離 10km で RTK－GPS を使用する場合の運用条件として，バラツキを抑
えるために以下のように設定した。 
① 現場の測量基準点として扱う場合は，30 分(1800 データ)以上の観測値を平均する 




平均  ，標準偏差 の母集団から抽出した n個のデータの平均値 nX の分布は，平均  で，
標準偏差 )( nX は，式(5.7)で表わされる。 
 
 
これから，①の条件ではバラツキは 1800/1 ≒1/40，②では 10/1 ≒1/3 程度に抑えられる。




























































図 5.77 RTK－GPS 観測結果例（2） 
n
X n
 )(  （5.7） 
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L(m)で，規定の締固め回数を N とした場合，以下の手順が適切であることを確認した。 
1) 測点と軌跡データの水平距離を算出 
2) 測点からの半径 L/2(m)以内のもののうち，距離の短い N 番目までのデータを検索 





















































締固め管理システムの適用に際しては，RTK-GPS の原理から同時に 5 基以上の GPS 衛星
の観測が行なえ，現場基準点から途切れることのないデータ伝送が実現できることが基本条件





題となっていた。そこで，RTK-GPS では最低 5 基必要であるのに対して， GPS 衛星基数が 1
基少なくて済み，基準点からのデータ伝送の必要がない単独測位法の適用性を検討した。 






① RTK 測位が可能な間は，その XY 座標を採用 
② 観測できる衛星数の減少などにより RTK 測位が維持できなくなった場合は，単独測位
データと直前の RTK 測位データとの差△a を定数として，単独測位データから△a 分シ
フトした XY 座標を採用 
③ RTK 測位が不能の間は，②同様に暫定較差△a だけ単独測位データをシフトして採用 
④ RTK 測位が復帰した場合，その XY 座標を即時採用 
ただし，鉛直方向は単独測位データの時間変化が激しいため，採用することは出来ない。 
 
（6）リアルタイム GPS 測位の新たな精度向上策に関する提案 










検証した。FKP 方式ネットワーク型リアルタイム GPS における計測範囲限定の基準点網再構築，
及び複数の固定局の同時利用の RTK-GPS 方式（Multi Baseline RTK-GPS）による性能向上
への効果を実験的に検討した。 
その結果，FKP 方式ネットワーク型 RTK-GPS の利用により，標準偏差水平 1cm，標高 2cm




ことが分かった。また，Multi Baseline RTK-GPS を使うことにより，1 つの固定局の測定に比べ
て，標準偏差で平均 25%程度，最大で 40%の改善を確認した。 
 
（7）海外工事における GPS の活用方法の提案 
海外に進出する機会が急速に増大しつつある我が国の建設業界であるが、我が国の建設
技術を我が国と同じ水準で情報化施工技術が適用できる環境が整っているとは限らない。







オイドモデルである EGM96 を用いて，広域にわたる水準データの整合を取った。 
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